
　今後、大学の説明責任がますます重
くなる中で、喫緊の課題として求めら
れていることの一つは、自らの教育成
果を客観的に示すことである。これま
でも日本の大学は、認証評価などを通
して教育成果を明らかにする努力を重
ねてきたが、従来の評価（自己点検）
作業の焦点は、成果よりもそれに向け
てのプロセス（努力）を述べ、そこに
主観的な教育成果を添えることが一般
的であり、決して客観性の伴う評価と
は言えなかった。
　しかし今、大学は、その主観的評価
から一歩踏み込んで、客観的評価を行
う必要性に迫られている。客観的正当
性を出すための有効な手段の一つは、
教育成果を数値化することである。自
学にとって重要な分野を定め、その各
分野に関連する成果の数値指標を決
定し、そのデータを集め、過去および
他大学との比較を通して目標を設定す
る。定期的に測定を行い、経営改善に
努める——そのようなアプローチが大
学に求められている。
　アメリカにおいてこのような作業
は、ベンチマークと呼ばれ、積極的に

　日本の大学ではこれまで、ベンチ
マークは積極的に行われてこなかっ
た。今後、教育成果のベンチマークを
進めるための参考として、アメリカの
大学で行われる一般的なベンチマーク
作業の流れを紹介したい。
　通常は、どの成果に重点を置くの
かという、成果のテーマを明確にする
ことから始まる。例えば「学部教育の
成果」「大学院教育の成果」「教員の
研究成果」「社会貢献の成果」など、
いくつかのテーマに成果を分類する。
場合によっては、このテーマをさらに

行われてきた。ただ、アメリカの大学で
も、こと教育成果に関しては、独創的
な成果指標が使用されているわけでは
ない。新入生が２年次の最初の学期に
も在籍している割合を示す「歩留まり
率」、入学から４〜６年以内で卒業す
る割合を示す「卒業率」、「卒業平均
年数」など、数値化しやすいものに限
られている（図表１）。
　これらの指標が教育成果として用い
られているという事実は、卒業するこ
とが難しいと言われるアメリカの高等
教育事情を端的に表しているとも言え
るし、教育成果という質的なものを数
値を用いて測定することの難しさを物
語ってもいる。
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教育成果は、そもそも測定すること自体が難しい。では、その指標として
何を、どう設定すればいいのか。アメリカでも試行錯誤が続いているという。

当事者として設定に関わってきた筆者が、
指標に求められる条件と、設定のプロセスについて解説する。
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成果の明確化が
ベンチマークの第一歩
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アメリカで一般的に用いる教育成果の指標図表1 アメリカの大学の
ベンチマーク作業の流れ
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で修得した割合
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 4年生の大学満足度
卒業直前の4年生が最終的に
大学生活にどの程度満足したか

 卒業率
新入生が4～6年以内に卒業する割合
 卒業平均年数
卒業者の平均在籍年数
 就職率
卒業者数に占める就職者の割合
（卒業6か月後、1年後、3年後など、複数回算出）
 卒業生の平均給与
就職した卒業者の平均給与（卒業6か月後、
1年後、3年後、10年後など、複数回算出）
 卒業生の寄付率
母校に寄付をした卒業生の割合。
卒業年度ごとに算出する手法もある
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細分化することもある。例えば学部教
育の成果であれば、学力向上、就職・
進学、卒業生の業績などといった、小
テーマに分類することが可能だ。「各
大学のミッションに基づいて重要な成
果テーマを明確にすること」、それが
ベンチマークの第一歩である。
　次に、各成果テーマを測定する指標
を選択する。一般的には、単独の指標
ではなく、複数の指標を各テーマの測
定に用いることが望ましい。というの
も、単独指標だと、成果の一部分しか
捉えることができず、どうしても偏っ
た見方になってしまうからだ。複数の
指標を用いていくつかの角度から眺め
ることによって、ある程度バランスの
取れた見方ができるようになる。　
　しかし、複数の指標を用いたとして
も、成果の全体像を完全に表すことは
難しい。指標の拡大解釈は、逆に評価
の客観性を損なうことになるので、注
意が必要だ。指標の限界を認識しつ
つ、選択した指標によってどこまで成
果を説明できて、どの部分が説明でき
ていないのか、冷静な判断を下さなけ
ればならない。

する必要があると訴えている*1。 一つ
は、指標そのものが大学だけでなく地
域社会にとっても意味があること、も
う一つは、不正な操作が困難な指標で
あるということである。
　まず、前者の定義に関して、歩留ま
り率や就職率という指標は、高ければ
高いほどよいという点で、大学だけで
なく、社会的にも意味がある指標と言
える。反対に、大学と社会の利害が一
致しない指標の例として、経常利益率
がある。この指標は営利目的である企
業には有効であるが、営利を目的とし
ない大学には、必ずしも当てはまらな
い。
　無論、常に赤字であることや極端に
低い利益率は望ましくない。だが、公
費を投入している大学が高い利益率を
上げることが社会的に望ましいわけで
はない。例えば、人気のある私立大学
だったら、学費を意図的に値上げする
ことによって収入を増やし、利益率を
吊り上げることが理論的には可能であ
る。また、コストを必要以上に削減す
ることによって利益率を上げることも
できるが、それは教育の質の低下を招
くことにもなりかねない。
　すなわち、利益率という指標には、
低すぎることは問題であるが、高すぎ
てもそれが社会の望む大学経営のあり
方とは限らないといった落とし穴があ
る。このような指標は参考程度にとど
め、大学評価指標として用いるべきで
はない。
　指標の条件の２つ目、「不正操作が
できないこと」とは、数値の不正操作
の余地が限りなく少ないことを意味す
る。例えば就職率は、就職決定者の定
義を緩くしたり、就職希望者の定義を
厳しくしたりすれば、数値を操作する
ことも不可能ではない。また、学生満
足度なども、調査方法や満足度の定義
がどのように決定されているかが明ら
かにならない限り、信頼できる指標と
は言えない。したがって、用いる指標
の明確な定義を、各大学間、および社

　現実論として、教育成果を数字で
100％説明することは不可能である。
しかし、だからといって評価はできな
いと匙を投げるのではなく、持ち合わ
せたデータを用いてできる限りの説明
を行うことが重要だ。仮に教育成果の
30％しか数値で説明できなくても、そ
れは、０％よりは客観的である。できる
限り数値を用いて、より論理的な評価
を行うという努力が、今の大学には求
められている。
　指標を決定した後は、データ収集
を行う。各指標を過去５年ほどさかの
ぼって収集し、それまでの傾向を把握
する。同時に、競合校や全国・地域平
均などの同様のデータを集め、自学の
データと比較する。これに加え、最近
では各指標の将来予測値を算出して現
状と比較する、という手法も用いられ
ることが多い。こうした複数の指標に
ついて、何らかの比較をし、さらに話し
合いに基づき、各指標の長期的な（通
常５年先くらいの）目標を設定する。各
データは定期的に更新し、目標値に対
してどこまで近づいているかをチェッ
クしつつ公表する。アメリカにおいて
はこのようなプロセスが、一般的なベ
ンチマーク作業の流れである（図表
２）。

　指標は、大学にとって道しるべ的な
存在である以上、指標の指し示す方向
性がその大学にとって意味あるもので
なければならない。企業で用いられて
いる指標を安易にあてはめても、必ず
しもそれが大学にとって有用とは限ら
ない。また、他大学で用いられている
指標が、自学が重視する成果を表すの
に適切だとも限らない。各大学は、自ら
のミッションに最適な指標を選択する
必要がある。
　全米研究評議会（National Research 
Council）は、高等教育機関が指標を
用いるにあたっては、２つの点を考慮

会と共有し、不正な操作の余地をなく
すことが重要である。
　不正な抜け道のない完璧な指標など
現実には存在しないが、できるだけそ
うした余地のない、透明性のある指標
が求められる。大学共通の指標を用い
るコンソーシアムなどの動きは、評価
の客観性を高めるという意味で望まし
い。

　第三者機関と合同で指標開発を行う
ことも、客観的な評価を行うための一
つの選択として考えられる。例えば、
アメリカで最近注目される新たな教育
成果指標の一例として、大手調査会社
のギャラップ社が中心となって開発し
たギャラップ・パデュー指標がある。
インディアナ州立パデュー大学とパー
トナーシップを組んで実施したプロ
ジェクトの成果だ。
　近年のアメリカの高等教育政策全
般にわたって多大な影響力を発揮して
きたルミナ財団が、約２億円を投入し
た。卒業や就職という単純な指標での
み理解されてきた大学教育の成果を、
より総合的に評価することが目的だ。
卒業生の現状を、収入、生活満足度、
大学教育の貢献度など、複数の角度
から調査、その結果を数値化して大学
平均を算出し、大学間で比較を行うと

 アメリカにおいて、第三者機関の活
発な指標開発活動を可能にしたのは、
一般に公開されている豊富なデータ
の量である。州・連邦政府が保持して
いる機関レベルのデータはほぼ例外な
くネット上で閲覧できる。そして情報
は、ユーザーが使いやすい形で公開す
べきであるという社会的圧力もあり、
多くの人が高等教育の議論に加わるこ
とを可能にしてきた。すなわち、データ
の開放が多様な分析アプローチを生み
出し、さまざまな指標の誕生を可能に
したのだ。
　ただ、これらの指標は玉石混交であ
り、時には指標の名に値しないものも
ある。しかし、それらを取捨選択する
中で、高等教育界全体としてデータ解
釈の精度が高められてきたのも事実
だ。不適切な指標によって議論が誤っ
た方向に流されないような知恵が、長
年にわたり蓄積されている。
　一方、データ公開の歴史が浅い日
本では、知恵の集積は始まったばかり
だ。今後、さまざまなデータを公開す
る中で、多様な指標が開発されるだろ
う。どの指標を選ぶべきかは、時間を
かけて試行錯誤しながら社会全体で学
んでいくしかない。アメリカの経験か
ら学べることは少なくないと思う。

いったものである。現時点ではまだ実
験段階であり、本格稼動は2015年と言
われているが、全米３万人の大学卒業
者を対象に行われた実験調査の結果が
今年中に発表される予定で、注目を集
めている。
　ルミナ財団やギャラップ社に代表さ
れるように、アメリカでは政府・大学以
外の第三者的な機関が、教育成果指標
の開発に重要な貢献をしている。これ
らの機関は、公開されているデータを
さまざまな角度から分析、加工し、指
標を開発する。それを発表し、批判を
受けては練り直し、その試行錯誤の中
でさまざまな指標をつくり出してきた。
公開されているデータがなければ、政
府に働きかけて公開を迫る他、前述の
ギャラップ社のように独自にデータを
集めたり、時には大学の研究機関に資
金を提供して合同プロジェクトを行っ
たりするなど、多様な形で指標開発を
推進してきた。
　中には、IRのような内部分析機能が
発達していない大学のために、成果指
標一覧のようなものを開発してベンチ
マーク作業の手助けをしている第三者
機関もある。日本でも、全ての大学に
説明責任業務を遂行できるスタッフが
そろっているわけではない。大学のベ
ンチマーク作業を外部から手助けす
る第三者機関が、必要ではないだろう
か。
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　日本のみならず、世界の大学の重要
テーマとして、産学連携が挙げられる。
産学連携関連の代表的な指標として、
特許数がある。それに絞った大学の世
界ランキングなどもあるように、研究型
大学にとって特許取得数を増やすこと
は重要だ。
　しかし、特許数が増えることに伴うリ
スクについては、あまり注目されていな
い。それは、知的財産権をめぐる訴訟の
リスクである。

中にはこれらの脆弱な新規企業を狙っ
て巨大な訴訟を起こす悪質な企業もあ
る。母体の大学も、教員や学生が設立
した全ての企業を守れるような体制が
整っているわけではない。大学の知的
財産権をいかに守るべきか、連邦政府
で法整備の議論が進んでいる。
　特許数に限らず、教育関連の指標に
は必ず表と裏がある。指標を採用する
際には、その両方の側面を認識しておく
ことが重要である。

　アメリカでは、大学の教員や学生が
特許を取得した後、企業を設立すると
いうパターンが、ある程度確立されてい
る。特に注目を集める新しい分野だと、
特許をめぐって激しい競争が起こる。
どこまでを知的財産と認定するかという
境界線が曖昧なケースが多々あるから
だ。結果、訴訟のリスクが高まる。
　教員が設立した企業の多くは、従業
員が数人の小さなものだ。当然、訴訟
を戦い抜く財政・法務の基盤などなく、

産学連携の指標——特許数の“表と裏”

企業で使われる指標が
大学に有効とは限らない

第三者機関と共同で
指標を開発する例も

データの公開が生む
多様な教育成果指標

*1 出典／ National Research Council of the National Academies, “Improving Measurement of Productivity in Higher Education”
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